第1号様式（第２条関係）
指定管理者指定申請書
	　　年　　月　　日　
藤沢市長
所在地
名　称
申請団体 代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　
電話番号

指定管理者の指定を受けたいので、次のとおり申請します。

	指定を受
けようと
する団体
	名　　称
	

	
	事務所の所在地
	

	管理を行おうとする
公の施設の名称
	

	添 付 書 類
	□　事業計画書　　　　□　団体の概要説明書
□　団体の活動実績書　□

	（事務処理欄）


様式１－１
年　　　月　　　日　　　
藤沢市長

申請者 　	所　在　地　　　　　　　
団　体　名　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　印
宣　誓　書


藤沢市市営住宅及び共同施設の指定管理者の指定を申請するにあたり、藤沢市指定管理者による公の施設の管理に関する条例第３条に規定する指定管理者となることができない法人等又は藤沢市市営住宅及び共同施設指定管理者募集要項により、指定管理者の申請者となることができない者（以下「欠格者」という。）に該当しないこと、藤沢市市営住宅及び共同施設の指定管理者募集要項に定める申請資格をすべて満たしていること及び添付書類の内容について事実に相違ないことを宣誓いたします。
　また、指定管理者の指定に係る議決の日（候補者以外の者にあっては、候補者の決定の日）までに欠格者に該当することとなったときは、直ちに藤沢市に通知します。


様式１－２
グループ構成員表
	グループ企業体名
	

	代表となる団体
	主たる事務所の所在地
	

	
	称号又は名称
	

	
	代表者氏名
	印

	構成員
	主たる事務所の所在地
	

	
	称号又は名称
	

	
	代表者氏名
	印

	構成員
	主たる事務所の所在地
	

	
	称号又は名称
	

	
	代表者氏名
	印


様式１－３
市営住宅等指定管理者　事業計画書
	施設名
	藤沢市市営住宅及び共同施設

	団体（法人）の名称
	

	主な事業
	

	提案の概要
	


１　団体の基本的要件

⑴　指定管理者であるための基本的理解
①　施設の設置目的についての理解
（公営住宅法・住宅セーフティネット法等について理解しているかにつ
いて示してください。）













⑵　管理運営能力
①　経営の安定性
（人的、財政的基盤、専門的知識や資格、経験及びトラブル発生時の対応

体制、業務従事者の労働環境について示してください。）


②　類似施設の運営実績・能力
（類似施設、県営・UR・県公社等の運営実績（自治体ごとに記載）、運営
能力等について示してください。）













③　法人等の事務所及び繁忙期等の臨時窓口の設置について
（指定管理者の管理業務を行う事務所の設置場所について示してくださ
い。現在、市内に設置しておらず、設置予定がある場合は、その時期や
場所等を示してください。市内に設置予定がない場合、対応策について
示してください。また、障がいがある市民及び入居者が相談及び手続き

に来所することを想定した合理的配慮について示してください。）


⑶　法令遵守
①　法令遵守の取組
（法令遵守への取り組みについて示してください。）













②　コンプライアンスに関わる事故が発生した場合の対応
（コンプライアンスに関わる事故が発生した場合の対応等が適切に行わ

れる仕組みが構築されているか示してください。）


２　事業計画書に基づく施設運営管理に関する項目

⑴　施設の運営について
①　住民の平等な利用の確保について
（入居者及び入居希望者への平等、公平な対応策について示してくださ
い。）













②　入居者からのニーズの把握及び対応について
（入居者からのニーズに対する把握やその対応について示してくださ
い。）




⑵　施設の管理について
①　建物等の管理・修繕について
（建物（空き住戸の修繕計画も含む）・設備・外構・植栽・樹木のせん定、
施肥、消毒等の維持管理計画（点検、巡回など）、手法について示して
ください。）













②　市営住宅の長寿命化型修繕への対応について提案してください。
（現在、市営住宅では、日常の小破修繕以外に、市で策定している市営住宅
マネジメント計画にもとづき、国庫補助金を利用した計画改修工事や航空
機防音工事等を実施しています。指定管理者として、有資格者がコーディ
ネートを行い、設計監理・発注まで携われる能力を有しているかを示して
ください。）



③　市営住宅における事故防止のための点検と対策について
（老朽化した市営住宅における事故防止のための点検と対策について、
具体的な対応の提案が可能か。）













⑶　危機管理体制について
①　安否確認について
（より的確な安否確認対応へ向けて、日常のチェック方法や未然防止策、

入室基準に関するマニュアルの有無も含め、具体的に示してください。）


②　防犯・防災（地震・台風・火災等）に関する予防対策について
（緊急時の迅速な対応（時間外対応含む）及び防犯、防災について予防対
策や災害時の危機管理体制、事故対応マニュアルの作成、研修等につい
て示してください。）













③　防犯・防災（地震・台風・火災等）に関する発生時対応等について
（緊急時の迅速な対応（時間外対応含む）及び防犯、防災について発生時

の対応措置や避難誘導、被災者支援について、対応マニュアルの作成、
研修等について示してください。）


④　２４時間対応サービス体制の確保について
（２４時間対応サービス体制について、サービス内容及び対応マニュア
ルの作成、研修等、サービス向上策について示してください。）













⑷　人員体制・経費について
①　受付窓口、修繕及び収納業務に係る職員の配置
（受付窓口、修繕及び収納に係る業務を実施するために、配置する職員数
や体制等について示してください。）



②　職員の管理、会計の執行等業務に係る職員の配置
（職員の管理、会計（収入・支出）の執行等業務を実施するために、配置
する職員数等や体制について示してください。）













③　市営住宅管理運営に必要な資格者等の配置
（市営住宅を管理運営するために、配置する資格者（１級建築士・公共工
　事品質確保技術者など）を関与させる体制について示してください。）



④　職員の能力向上策の確保について
（研修体制など、職員の能力向上策・方法について示してください。）













⑤　管理経費の縮減及び計画内容について
（管理経費の縮減への取り組みや計画内容について示してください。）



⑥　不測の事態への財政的な対応について
（被災者の受け入れ等の不測の事態への財政的な担保が確保されている
かについて具体的に示してください。）













⑸　市の施策への理解について
①　情報の管理体制
（個人情報保護に対する考え方、取り組み、体制について示してくださ
い。）



②　情報公開のための措置
（情報公開に対する考え方、取り組み、体制、措置について示してくださ
い。）













③　管理運営方針と市の施政方針との整合性
（管理運営方針（人権尊重の考え方・従事者の雇用環境及び雇用方針等・
障がい者、外国人への配慮・環境方針・暴力団排除等を含む）について
示してください。）



⑹　市営住宅における管理基準について
①　トラブルや苦情処理について
（トラブルや苦情処理への対応について示してください。）













②　従事者個人の資質に対するクレーム
（事業所内の従事者個人の資質に対するクレーム対応策等について示し

てください。）


③　訪問による収納（集金）体制及び家賃等滞納未然防止策について
（国からの通知にもありますが、市営住宅使用料等の滞納は公営住宅の
管理上、重大な問題であり、本市でも力を入れている部分です。訪問に
よる収納（集金）体制及び家賃等滞納未然防止策について示してくださ
い。）













④　地元企業との連携・育成について
（地元企業との連携・育成についてその方策を示してください。）



⑤　管理事務所の設置場所について
（管理事務所（常設・臨時問わず、受付窓口機能を有するもの）の設置場
所は公共交通機関の利用者の利便性に配慮されているか具体的に示し
てください。）













⑥　管理事務所の来客用駐車場の確保について
（管理事務所訪問者のために確保している無料駐車場台数について示し

てください。）


⑦　管理事務所の業務時間について
（管理事務所の業務時間について示してください。）













⑧　受付窓口の利便性等について
（事務所等の受付窓口がプライバシーや障害者差別解消法等の観点から

配慮されているかについて具体的に示してください。


３　その他
①　提案内容の入居者サービス向上策について
（入居者へのサービス向上や高齢者に安全・安心を提供するための内容の取
り組みについて示してください。）













②　提案内容の費用対効果について
（提案内容が、なるべく少ない費用で大きな効果が得られるための方策に

ついて具体的に示してください。）


③　提案内容の地域や入居者と連携した、良好なコミュニティ形成について
（提案内容について、良好なコミュニティ形成のためにどのように地域や入
居者と連携するか具体的に示してください。）













④　その他
（指定管理者として独自のアピールポイント等をご記入ください。



様式１－４
	
	項目
	金額、積算根拠等

	【収入】
	指定管理料
	

	【支出】
	
	


事業計画に関する収支予算書
※金額、積算根拠等の欄については、その根拠がわかるように記入してください。

様式１－５
法人等の概要
	名称
	

	本社・本店の所在地
	

	設立年月日
	年　　　　　　月

	代表者氏名
	

	従業員数
	

	沿革
	

	業務内容
	

	主な実績
	

	連　絡　先
	氏名
	
	電話
	

	
	部署・
職名
	
	ＦＡＸ
	

	
	E-mail
ｱﾄﾞﾚｽ
	


様式１－６
公営住宅等管理実績表
	住宅の名称
	所在地
	構造及び戸数
	管理開始
	所有者

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	戸数計
	
	
	
	


様式１－７
市営住宅及び共同施設指定管理者指定申請に関する質問票
藤沢市計画建築部住まい暮らし政策課
市営住宅担当　宛
E－mail：jutaku@city.fujisawa.kanagawa.jp
FAX  　  ０４６６（５０）８２２３
令和　　年　　月　　日
「藤沢市市営住宅及び共同施設指定管理者募集要項」の規定により、
指定管理者の募集について質問事項がありますので、次のとおり提出します。
	団体の
名 称
	（フリガナ）

	担当者名
	氏名
所属　　　　　　　　　役職名
所在地
TEL　　　　　　　　　 FAX
E－mail

	質問項目
	

	質問内容
	該当文書・要項・仕様書等
	頁
	該当箇所

	
	
	
	

	
	※　簡潔かつ具体的に記入してください。
※　この様式１枚につき１問としてください。



